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道内景気は、持ち直している。生産活動は持ち直しの動きが見られる。需要面をみると、

個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回っているほか、新車販売台数が堅調に推移する

など、緩やかに持ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資は、持ち直し

基調にある。公共投資は、前年を上回っている。観光は、新幹線開業効果が薄れてきたが好

調を維持している。輸出は、３か月連続で前年を上回った。雇用情勢は有効求人倍率の改善

が続いている。企業倒産は件数が増加したものの低水準が続いている。消費者物価は、エネ

ルギー価格の上昇を背景に前年を上回っている。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、５月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を５．９ポイン

ト上回る５０．７となり、２か月ぶりに上昇し

た。また、横ばいを示す５０を４か月ぶりに上

回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１．３ポイント上回る４９．３となり、横ばいを

示す５０を４か月連続で下回った。

４月の鉱工業生産指数は９８．４（季節調整済

指数、前月比＋２．０％）と２か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では＋４．２％と６か

月連続の上昇であった。

業種別では、一般機械工業等の９業種が前

月比上昇、パルプ・紙・紙加工品等７業種が

前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～３か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～９か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～６か月ぶりに増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

４月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．２％）は、３か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比▲２．３％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他全ての品目で前

年を下回った。スーパー（同＋２．１％）は、

衣料品、その他が前年を下回ったものの、身

の回り品、飲食料品は前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．６％）

は、４３か月連続で前年を上回った。

４月の乗用車新車登録台数は、１５，３２６台

（前年比＋１２．７％）と９か月連続で前年を上

回った。車種別では普通車（同＋２１．８％）、

小型車（同＋６．０％）、軽乗用車（同＋１１．９％）

と全車種で前年を上回った。

１～４月累計では、６６，８４２台（前年比

＋８．４％）と前年を上回っている。普通車

（同＋７．１％）、小型車（同＋１６．７％）、軽乗用

車（＋１．５％）といずれも前年を上回ってい

る。

４月の札幌ドームへの来場者数は、２８７千

人（前年比＋１８．５％）と６か月ぶりに前年を

上回った。内訳は、プロ野球が２３６千人

（同＋２５．９％）、プロサッカーが４２千人（同

▲７．９％）、その他が１０千人（同▲１．４％）

だった。

１試合あたりの来場者数は、プロ野球が

３３，６６１人（同＋４３．９％）、プロサッカーが

１３，９０５人（同▲７．９％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～２か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

４月の住宅着工数は、４，３４１戸（前年比

＋２１．７％）と２か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋３．３％）、貸家

（同＋２３．５％）、給与（同＋１００．０％）、分譲

（同＋５９．５％）といずれも増加した。

１～４月累計では、１０，３１７戸（前年比

＋１４．９％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋４．６％）、貸家（同

＋１４．５％）、分譲（同＋４０．０％）、給与

（２２０．０％）がいずれも増加している。

４月の民間非居住用建築物着工面積は、

１７２，７７０㎡（前年比＋２６．６％）と３か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲３９．１％）が前年を下回り、非製造業（同

＋３８．５％）が前年を上回った。

１～４月累計では、４１６，９９４㎡（前年比

▲２．１％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲５３．５％）が前年を下回って

いる。非製造業が（同＋７．６％）前年を上

回っている。

５月の公共工事請負金額は、１，５５６億円

（前年比＋１３．８％）と２か月ぶりに前年を上

回った。発注者別では、北海道（同▲８．７％）

が前年を下回ったが、国（同＋３．８％）市町

村（同＋２０．８％）、独立行政法人（同

＋１１５．１％）では前年を上回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道客数～４か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１１か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は３か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

４月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９４３千人（前年比＋０．８％）と４か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、フェ

リー（同▲５．０％）、JR（同▲１８．４％）が前

年を下回ったが、航空機（同＋３．５％）が前

年を上回った。

１～４月累計では、３，９３１千人と前年を

３．１％上回っている。

４月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９６，８３３人（前年比＋２９．３％）と１１か月連

続で前年を上回った。１～４月累計では、

５１５，８３１人（同＋１４．４％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が９０，６４５人

（前年比＋４７．３％）、旭川空港が４９０人（同

▲９０．９％）、函館空港が５，６９２人（同▲２８．４％）

だった。

４月の貿易額は、輸出が前年比２．１％増の

３４８億円、輸入が同４９．５％増の９７１億円だっ

た。

輸出は、自動車の部分品、一般機械などが

減少したが、船舶、石油製品、魚介類・同調

製品などが増加した。

輸入は、ウッドチップ、木材など減少した

が、石油製品、原油・粗油、石炭などが増加

した。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２か月ぶりに増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年
＝100.0

１４．消費者物価指数～５か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．００倍（前年比＋０．０８ポイント）と８７か

月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比▲３．１％減少し６か

月ぶりに前年を下回った。業種別では、建設

業が（同＋１．１％）前年を上回ったが、情報

通信業（同▲１０．４％）、製造業（同▲７．８％）、

運輸・郵便業（同▲５．０％）卸・小売業（同

▲４．３％）などが減少した。

５月の企業倒産は、件数が２９件（前年比

＋６１．１％）、負債総額が２１億円（同▲５１．９％）

だった。件数は２か月ぶりに前年を上回っ

た。負債総額は２か月連続で前年を下回っ

た。

業種別では、サービス業・他が９件、建設

業および小売業が各６件、製造業が３件など

となった。

４月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．３（前月比＋０．４％）と２か

月連続増加した。前年比は＋１．１％と、５か

月連続前年を上回った。

生活関連重要用品等の価格について、５月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は概ね安定して推移している。石油製品の価

格も、概ね安定して推移している。

道内経済の動き
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産炭地の雇用確保のため、昭和４８年設立

昭和４８年に設立。雨水地下浸透工法等に使用する透水性・浸透性コンクリート製品を設計・製造

し、都市型洪水の防止等に貢献。道内および東北の一部を営業基盤とし、浸透製品においては道内

トップシェア。また新製品の開発や海外展開も視野に様々な活動をされています。今回は、新製品

開発の経緯や今後の事業展開に対するビジョンについて社長と副社長におうかがいしました。

代表取締役社長 中島 孝 氏（７０）

中島孝氏は留萌市出身。国士舘大学を卒業

後、税理士事務所等を経て、昭和４８年、創業

メンバーの一人として北海道ポラコン株式会

社を設立。平成１１年より代表取締役。

会社概要
企業名：北海道ポラコン株式会社

住所：札幌市中央区南４条西６丁目８

晴ばれビル７階

ＴＥＬ：０１１‐２５１‐４５６６

ＵＲＬ：http : //www.poracon.jp/

創業：昭和４８年６月

事業内容：浸透用製品および集水用製品の製

造販売等

◆北海道洞爺湖サミット記念環境総合展、

「BUILD IN MYANMAR２０１６」等へ出展

◆平成２６年度補正ものづくり・商業・サービ

ス革新補助金、北洋銀行ドリーム基金等に

採択。

―法人設立の経緯についてお聞かせ下さい―

社長：当社は、夕張で炭鉱が閉山となった際、そ

こで働いていた従業員の雇用を確保するという目

的で「北海道を営業基盤とする透水性コンクリー

ト専門の法人」として設立されました。発起人は

経済界の有力者だった方々で、私も創業メンバー

の１人として当時は総務・経理を担当していまし

た。そういう歴史があり、私の中には「雇用を継

続していく」という事に対する意識が今でも強く

あります。

―事業を始めた頃には既に販路等の営業基盤は確

立されていたのでしょうか―

社長：営業基盤のようなものはありませんでし

た。最初は、本州からポーラスコンクリート（１）の

技術を導入する際に「北海道の建築物には雨どい

がないから、そんな技術は流行らないのではない

か」とも言われました。しかし、トンネル工事や

宅地造成、高規格道路の整備等が進むにつれ、降っ

た雨水を地下へ集めて処理するという必要が生ま

れ、当社の製品が普及していく事となりました。

３０年ほど前は公共工事が売上の大半でしたが、最

近では民間工事の受注が多くなってきています。

当社のように、ほぼ透水性・浸透性コンクリー

ト専門で長らく営業を続けているのは全国的にも

珍しいと思います。

道内企業訪問

トップに聞く⑤ 北海道ポラコン株式会社
代表取締役 社長 中島 孝 氏
代表取締役副社長 中島 康成 氏

（１）ポーラスコンクリートとは、多孔質コンクリートの事。通常のコンクリートとは異なり、透水性や通気
性を持つ。
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道内企業訪問

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

時代の変化にあわせ地域の課題に取り組む

透水コンクリートU字（当社webサイトより）

浸透枡（当社webサイトより）

環境の変化をとらえ積極的に製品を開発

―技術的に大きな転換点を迎えるような出来事は

ありましたか―

社長：当初は「透水性コンクリート」を使い、雨

水を地下で集め、流末まで流すという方法でし

た。しかし、都市化が進む中で、雨水が既存施設

の処理能力を超え、あふれてくるような事態（都

市型洪水）が起こるようになり、１９８０年代後半か

らは「浸透性コンクリート」を使い、全量もしく

は一部の雨水を地面に吸収させながら、排水をコ

ントロールできる技術に転換していきました。ま

た、これには地下の水資源を保全し循環型社会に

貢献するという目的もあります。

―他社との競争はありますか―

副社長：もちろんあります。当社は、浸透性コン

クリート製品においては道内トップシェアとなっ

ていますが、ポーラスコンクリート自体は国内外

で様々な企業が製造しています。その中で多くの

設計コンサルタントから設計依頼が来る事が当社

の特徴であり、他社との差別化ができている点で

す。また、雨水の「貯留」という考えが首都圏を

中心に広まってきた事でプラスチック製品もこち

らの分野に進出してくるようになりました。

―大きなシェアをお持ちですが、新製品の開発も

積極的に取り組まれていますね―

副社長：当社の製品は、新たな道路や土地の開発

等がなければ売れず、市場規模も少子高齢化の影

響で縮小していくと考えます。また他社との競争

も含め、今後の事業展開を考える中で、何か新し

いものに取り組む必要を感じました。

私は３年前までベンチャー企業に勤務していま

したが、ベンチャーには「社会の課題を吸い上

げ、それを解決する所にビジネスの種がある」と

いう視点が欠かせません。その視点から当社の事

業を俯瞰した際、「北海道の課題」と「コンク

リート製品」を結び付けて「融雪」に取り組めな

いかと考えました。そこで取り組み始めたのが、

北洋銀行ドリーム基金にも採択いただきました

「熱源に頼らない新たな融雪装置の開発」で、こ

れには当社の特許も活かされています。

代表取締役副社長 中島 康成 氏（３７）

札幌市出身。立命館大学大学院卒。金融機関

等を経て平成２６年に同社入社。平成２９年より

現職。孝氏の次男で、当社の次代を担う。
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道内企業訪問

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

開発中の融雪システム

人手不足へ対応すべく従業員のスキルアッ

プを図る

―開発に取り組む中で、課題や苦労している事は

ありますか―

副社長：この装置は、一定の濃度の凍結防止剤を

循環させる事で「雪を溶かすのではなく、雪が積

もらない状態を維持する」というシステムです。

現在までにその効果自体は実証できました。今年

の冬には、コスト面で従来のロードヒーティング

に勝てるようにしたいと思います。そのためには

凍結防止剤の効率的で安定的な循環が課題となる

でしょう。また、面積を広げる事でもコストを下

げられるので、どのくらいの面積にどのような性

能の機械を使えばいいかという事も確認したいと

考えています。

また、当社が取り組んでいるのは、融雪システ

ムだけではありません。「コンクリート製品の目詰

まり」について立命館大学と共同の調査も行って

います。実は「目詰まり」については、未だに基

準というもの自体がないのですが、実際問題とし

て、経年により目詰まりが起こると製品の機能が

低下します。そのため、一定の基準を設け、継続

的にメンテナンスを行っていくことで、既存のイ

ンフラを長寿命化できる事になるのですが、その

点については行政も協力的だと感じています。地

中には既に多くの当社製品が埋まっており、今

後、事業の一つとして取り組めると考えていま

す。

また、他にもいろいろな種を蒔いており、今は

言えませんが、それも将来、社会的課題を解決す

る一助になりうるものと考えています。

―人手不足は感じますか―

副社長：今の事業を同じ規模で続けるだけなら、

十分と言えます。ただ、これから新しい事業に取

り組んでいくためには不十分と考えています。た

とえば去年からになりますが、製品製造だけでな

く施工にも取り組めるようにと、工事部を立ち上

げました。その分、仕事が増えますから、今後は

工場で働いている職員も製品製造に加えて施工も

できるようスキルアップを図り、今いる人員でよ

り多くの業務に対応できるようにしていきたいと

思います。

また、当社には独立した開発部門はありませ

ん。現場でアイディアが出た時には工場で形に

し、実験を繰り返し、良いものができれば採用し

ています。マンパワーはありませんが、スピード

を持って形にできるのは中小企業の強みと言える

かもしれません。

―学生の採用についてのお考えはいかがでしょう

か―

副社長：今の時代、コンクリート業界は、学生に

あまりいい印象を持たれていないと感じます。大

学等での研究も「この分野は過去のもの」という

風潮があるようです。対策としてはインターンの

受入れ等も重要になってくるでしょう。当社が、

新規事業に取り組み続ける事により、おもしろい

事に挑戦できる会社という風にとらえてもらえる

と嬉しいです。
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道内企業訪問

― ９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

海外への事業展開にも着手

「BUILD IN MYANMAR２０１６」出展の様子

次の５０年を見据えた当社の将来像

―国際的な展覧会にも出品されていますが、海外

にも関心をお持ちですか―

副社長：強い関心を持っています。ポーラスコン

クリートは防音・吸音、吸熱、水質浄化等、様々

な用途に使われています。これだけ多様な使い方

は世界でも日本がトップであり、世界が必要とす

る技術だと感じます。例えば、アジアでは至ると

ころで開発が進んでいますが、その多くの地域が

日本と比較にならないくらいの降雨量となってい

ます。そういう地域に、日本の持つ「土にしみこ

ませる」・「一度地下に貯める」といった技術は大

いに役立つと考えています。また、北海道の中小

企業が生き残る道の一つとも感じ、海外展開には

今後も本気で取り組んでいきたいと考えていま

す。

―海外展開に必要なものはなんでしょうか―

副社長：決断・忍耐・運などももちろん大事だと

思いますが、先人たちの成功例を見ると何より重

要なのはスピードだと思います。やると決断した

ら、とにかくスピードをもって取り組む。リスク

のラインを決めておき、そこを超えたら諦める、

その判断を見誤らない事も重要だと思います。

―今後、御社は５０年を迎えるわけですが、将来に

対しどんなビジョンをお持ちですか―

副社長：もし、従来の製品だけを見ていたなら、

当社は次の５０年、つまり１００周年の姿を描く事は

できないでしょう。コンクリートにこだわりなが

ら、そこにとらわれないような展開を考えていき

たいと思います。「ポーラスコンクリート」が全て

ではなく、事業の一部門になるくらいが理想で

す。一方、国内だけで見ても工夫次第で売上規模

をまだ３～４割伸ばす余地はあると考えています

し、海外まで視野に入れれば大きなマーケットが

存在します。

北海道経済は、これまで１次産業と３次産業の

恩恵に与って成長してきたと思いますが、これか

らは当社のような２次産業が成長していくことで

雇用も生み出し、北海道の経済を支えていかなけ

ればならないと思います。そういう点からも頑

張っていく必要を感じます。

そして私は社長である父の背中を見てきて、や

はり会社および社会に恩返しをしていきたいと考

えています。少ない従業員数であっても、たくさ

んの果実を皆で分け合える会社にしていきたいと

思います。

（北口 将史）
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― １０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

種別 設置場所 対象者 免税方式 免税対象 法根拠

空港型免税店
（DutyFree、保税蔵置場）

空港・港湾（注１）国内外出国者 事前免税
関税、酒税、
タバコ税、消費税等

関税定率法

輸出物品販売場
（TaxFree）

全国 外国人旅行者 事前免税 消費税 消費税法

特定免税店 沖縄県 出島者（国内外）事前免税
関税、酒税等
（消費税は除く）

沖縄振興特別措置法

表１ 我が国における免税店の種別

（注１）空港型免税店が空港・港湾以外の東京の銀座・新宿、福岡市に立地している。

１．はじめに

我が国では２０２０年に訪日外国人観光客４，０００万人等の目標を立てるなど「観光」を成長産業と

して位置づけており、その経済効果を考えると外国人観光客のショッピング行動も大いに注目さ

れているところである。北海道においても来道外国人観光客５００万人を目標にするなど外国人観

光客による道内への経済効果に期待は大きいものがある。

本研究は、その外国人観光客のショッピングのなかでも特に免税店に着目し、これまでの免税

制度とその制度変更を整理するとともに、北海道の免税店の現状を２０１６年１０月のリストから明ら

かにする。それにより、北海道の外国人消費の増加に向けた免税店等の出店戦略や、道内での地

域振興を検討するうえでの基礎資料となることを期待する。

２．免税店と免税制度の改定

２．１ 免税店とは？

我が国の免税店は、関税やその他の酒税、たばこ税等の商品に係る税金も免税される空港型免

税店（Duty Free Shop）と、消費税のみが免税される消費税免税店（Tax Free Shop、消費税法上

では「輸出物品販売場」）に大きく分けられる。また、沖縄には、域外に出る国内旅客も免税の

対象とする沖縄振興特別措置法（沖振法）により設置される沖縄型特定免税制度の特別販売施設

があり、市内や空港国内線に立地している。このように我が国では免税店と一般に称されている

ものは、３つの種類に分けられる（表１参照）。

狸小路商店街等の札幌市内で見かける一般的な「免税店」は、消費税免税店（輸出物品販売

場）である。また、２０１５年４月に、消費税免税店の免税手続きを委託する「免税手続カウン

ター」制度ができ、道内でも札幌（ススキノ十字街ビル）、旭川（イオンモール旭川駅前）、釧路

（フィッシャーマンズワーフ）、函館（朝市）、帯広（藤丸）で設置されている。

本調査では、以下、便宜上、消費税免税店（輸出物品販売場）を免税店とする。

経営のアドバイス

北海道における免税店
（輸出物品販売場）の現状と課題

札幌国際大学観光学部国際観光学科
教授 河本 光弘
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経営のアドバイス

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

（注２）免税店 免税店（輸出物品販売場）を開設しようとする事業者は、販売場ごとに、事業者の納税地を所轄
する税務署長の許可が必要。

（注３）消費税免税制度 免税店を経営する事業者が、訪日外国人など非居住者に対して、一定の方法で販売する免税対象
物品を消費税免除で販売する制度。

免税対象品
免税購入下限額

（１店舗、１日当たり）

２０１４年９月以前
（変更前）

家電、かばん、衣類など一般物品
（消耗品を除く）

１０，０００円超

２０１４年１０月変更後
変更前一般物品に加え消耗品
（食料類、飲料類、薬品類、化粧品類など）

一般物品：１０，０００円超
消 耗 品：５，０００円超

２０１６年５月変更後 同上
一般物品：５，０００円以上
消 耗 品：５，０００円以上

表２ 訪日外国人向けの近年の主な消費税免税制度（対象品・額）の変更

２．２ 消費税免税制度の変更

訪日外国人の更なる購買意欲を高めるために、近年、消費税免税店（輸出物品販売場 注２）

に係る消費税免税制度（注３）が、変更されている。例えば、２０１４年９月以前は、家電、かば

ん、衣類のような一般物品のみが対象であり、消耗品は対象外とされていた。だが、変更後は、

新たに食品類、飲料類、薬品類、化粧品類などの消耗品も加わった。また、免税対象額も変更前

は１店舗、１日当たり１０，０００円を超える金額が、２０１６年５月の制度変更で、一般物品、消耗品、

それぞれ５，０００円以上に変更された。

他に、２０１５年４月に前述の「免税手続カウンター」制度が制定されており、２０１７年１０月には消

費税免税店の許可を受けた酒蔵やワイナリーで酒税も免税される制度も新設される予定である。

このように、訪日外国人の免税店での消費を喚起する制度変更が実施され、今後も拡充される

予定である。

３．道内免税店の現状（２０１６年１０月現在）

３．１ 全国と道内の免税店数の推移

観光庁や経済産業省など政府は、事業者向けに説明会の道内各地での開催、免税制度の情報提

供のホームページ開設など免税店増加に向けて取り組んでおり、特に地方の免税店数について

は、「観光立国推進基本計画」（２０１７年３月２８日閣議決定）で２０１８年に２０，０００店規模（２０１７年４月

現在１５，６０１店）へと増加させる目標を掲げている。

２０１７年４月１日の全国の免税店数は４０，５３２店で、２０１６年１０月１日から半年間で４．９％増（１，８７９

店増加）となった。３年前の２０１４年４月と比較すると、７．０倍に増加している（図１参照）。
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経営のアドバイス

― １２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年７月号
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【図３】道内における免税店の年別申請件数

北海道においても、２０１７年４月１日の免税店数は２，２４１店で、２０１６年１０月１日から半年間で

９．３％増（１９０店増加）となった。３年前の２０１４年４月と比較すると、７．９倍に増加している。北

海道の免税店数は、経年的にみると順調に増加しており、全国の増加率に比べても、高い伸びを

示している（図２参照）。

しかし、２０１６年１０月の道内免税店リスト（国税庁資料）の年別申請数分析からみると、２０１６年

は１０月までの数字であるが、２０１５年が８９７店と申請数のピークをむかえたように推測される（図

３参照）。
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【図４】道内の地域（振興局管内等）別の免税店分布状況

【図５】道内免税店の本社所在地（納税地）別の割合

３．２ 道内の分布状況

北海道の免税店（２０１６年１０月、２，０５１店）の分布状況を地域（振興局管内等）別にみると、札

幌市に約半数の９７８店４７．７％が集中している。北広島市や千歳市がある「札幌市を除く石狩振興

局」３０３店（１４．８％）を合わせると、約６割が石狩振興局管内にある（図４参照）。旭川市がある

上川・留萌・宗谷（９．８％）、小樽市がある後志（８．０％）、函館市がある渡島・檜山（６．３％）な

ど道内主要都市や観光地を持つ地域に多くの免税店が立地している。

３．３ 本社所在地（納税地）別割合
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【図６】道内主要業態別の店舗数の推移

北海道の免税店（２０１６年１０月、２，０５１店）の本社所在地（便宜上、納税地として分析する）

を、国税庁の免税店リストからみると、東京都を本社とするものが６０３店（２９．４％）と最も多

く、その他の道外に本社をおく免税店が４６０店２２．４％と、合わせて半数以上の１，０６３店が道外本社

である。一方、道内に本社所在地がある免税店は、４８．１％の９８８店となっており、うち札幌市に

本社をおくものが、５７５店（２８．０％）となっている。

このように東京など道外に本社をおく企業の免税店が半数以上を占めており、今後、地域振興

や地域経済の観点から、道内企業の免税店申請の一層の増加が望まれよう。

３．４ 主要業態別動向

北海道の免税店（２０１６年１０月、２，０５１店）における業態別の動向を、国税庁の免税店リストか

らみると、図６のようになる。２０１４年の消耗品への免税対象の追加もあり、ドラッグストアが２

年間で３３店から１７５店と５倍超に、コンビニエンスストアも２年間でゼロから１２３店に急激に増加

した。また、同様にスポーツショップやメガネ店、菓子店なども増加している。一方、スーパー

マーケットは２０１５年６８店が２０１６年も同数と増加していない。なお、衣類や雑貨等のファッション

系の店舗については店舗数が多く、詳細な分析はできていない。

また、企業別に、ドラッグストアの店舗数をみると、道内企業も免税店を積極的に展開してい

る（図７参照）。一方、コンビニエンスストアにおいては、本州系A社がコンビニエンスストア
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【図７】ドラッグストアの企業別免税店舗数
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【図８】コンビニエンスストア別の免税店舗数
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【図９】スーパーマーケットの企業別免税店舗数

の免税店の９割を占めており、各企業の免税店に対する戦略が大きく異なっていることがわか

る。また、２０１６年１０月時に道内大手のd社は免税店になっていない（図８参照）。

同様に、スーパーマーケット等の免税店においては、本州系企業が大半を占めている。食料品

販売が主体の道内系企業は、免税店となっていない（図９参照）。

（注４）グループの中核企業の本社所在地により、「本州系」「道内系」に区分して表示

ｏ．２５２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　経営のアドバイス  2017.06.15 20.19.42  Page 15 



経営のアドバイス

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

４．まとめ

現状の北海道内の免税店の動向をみると、ドラッグストアなどで積極的に、免税制度を活用し

ようとする道内企業の姿もみられるものの、まだ、検討中や様子見状態の道内企業も多いことが

わかった。今後、道内における訪日外国人数は大幅に増加することが想定されている。また、消

費税の１０％への増税も近く予定されている。

北海道での訪日外国人観光客の経済効果を高めるうえでも、免税店制度を検討する時期と考え

る。免税店制度の活用によって、より多くの外国人観光客が道内産品を道内免税店で土産として

購入し、帰国後それが輸出につながっていくことを期待したい。

謝辞：本研究への【JSPS科研費１６K０２０７７】助成と国税庁、観光庁等関係者のご協力に深謝申し上げる。
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データの個数／許可年
【資料】道内地域における申請年別の免税店数（２０１６年１０月１日現在、国税庁リストから作成）

振興局 市町村 ８９‐９７ ９８‐０７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ 総計
札幌市 厚別区 ３ ２１ ５ ２９

手稲区 ２ １ １ １ １ ２ ３ ５ １６
清田区 １ ３ ８ ２ １４
西区 １ １ １０ ２２ ６ ４０
中央区 ５ ６ ５ ８ １９ １７ ５ １９ １９３ ２８３ １０９ ６６９
東区 ２ １ ２ １３ ２３ １０ ５１
南区 １ ８ ７ ４ ２０
白石区 ２ ２ ７ ５ １６
豊平区 ４ １７ ４ ２５
北区 １ １ １ １ ５ ２２ ４２ ２５ ９８

札幌市 集計 ５ ９ ６ １０ ２３ １８ ８ ３１ ２６０ ４３３ １７５ ９７８
石狩 恵庭市 １ ３ １ ５

江別市 １ １ １ ３
石狩市 ２ １ ３
千歳市 ４ １ １ ４ ２ １ ２ ５２ ５８ ２２ １４７
北広島市 １ １ ３ ４ ８ ５ ４７ ４９ ２７ １４５

石狩 集計 ８ ２ １ ７ ６ ９ ７ １００ １１２ ５１ ３０３
空知 芦別市 １ １

岩見沢市 ３ ２ ５
砂川市 １ ２ ３
三笠市 １ １
滝川市 ３ ３

空知 集計 １ ７ ５ １３
後志 ニセコ町 ３ ２ １ ６

喜茂別町 ２ ２
倶知安町 １ ６ １４ １ ２２
小樽市 ２ ２０ １４ ４ ２ ５ １ ２６ ４１ １４ １２９
余市町 １ ２ ３
留寿都村 ２ １ ３

後志 集計 ２ ２０ １６ ４ ２ ５ ２ ３６ ６２ １６ １６５
胆振 伊達市 ２ ２ １ ５

室蘭市 １ ７ ４ １２
壮瞥町 ２ ４ ６
登別市 １１ ６ ５ ２２
洞爺湖町 ５ ４ ４ １３
苫小牧市 １ １１ １４ ５ ３１

胆振 集計 １ １ ３１ ３７ １９ ８９
日高 新ひだか町 １ １
日高 集計 １ １
渡島 七飯町 ４ １ ５

森町 １ １ ２
函館市 １ ２ １ １ ２２ ４８ ４２ １１７
北斗市 １ ２ ２ ５

渡島 集計 １ ２ １ ２ ２２ ５５ ４６ １２９
上川 旭川市 １ １ １６ ７３ ２９ １２０

剣淵町 １ １
上川町 ４ ３ ２ ９
上富良野町 ２ ３ ５
占冠村 １ １
中富良野町 １ ４ ５
東神楽町 １７ １ １８
東川町 １ ２ ８ １１
美瑛町 １ ２ ３
富良野市 ４ ９ １３
名寄市 ２ １ ３

上川 集計 １ １ ２９ １１３ ４５ １８９
留萌 留萌市 ３ ３
留萌 集計 ３ ３
宗谷 稚内市 １ １ １ １ ２ １ ７

礼文町 １ １
宗谷 集計 １ １ １ １ ３ １ ８
オホーツク 斜里町 １ ５ ６

小清水町 １ １
大空町 １ ２ ３
北見市 ４ ７ ５ １６
網走市 １ ４ ４ ９
紋別市 １ ３ １ ５

オホーツク 集計 １ １ １０ ２２ ６ ４０
十勝 音更町 １ １ １ ３

新得町 １ １
真狩町 １ １
足寄町 １ １
帯広市 ２ １ ６ １６ ６ ３１
中札内村 ２ ２
幕別町 １ １ １ ３

十勝 集計 ２ １ ９ ２０ １０ ４２
釧路 釧路市 １２ １７ ２４ ５３

釧路町 １ ７ ５ １３
厚岸町 ２ ２
弟子屈町 ４ ４
白糠町 １ １

釧路 集計 １３ ２８ ３２ ７３
根室 根室市 １ ２ ２ １ ７ １３

中標津町 １ ３ ４
羅臼町 １ １

根室 集計 １ ２ ２ １ ４ ８ １８
総計 ９ ４５ ２７ １３ ３８ ２９ ２４ ４２ ５１３ ８９７ ４１４ ２０５１
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（写真１ 道庁赤れんが前）

（写真２ 大通ビッセ前）

経済コラム 北斗星

景観保全の観点からみた自転車駐輪問題
都心の交通混雑を回避する趣旨等から自転車の活用推進が図られている。札幌市内におい

ても近年、自転車の利用が急速に増えてきているように思われる。歩道を歩いていて、猛ス

ピードで脇を走り抜ける自転車にヒヤリとさせられた思いは誰にでもあるのではないか。自

転車は車道の左側を走るという交通ルールは正直あまり守られていない。さらに、市内いた

るところにみられる路上放置自転車の数も相当数に上る。また、駐輪場の整備、防犯カメラ

の設置等もあって、自転車盗の犯罪認知件数は、平成１７年の１２．１千件から平成２７年には６．５

千件と、１０年間でほぼ半減しているが、安全・安心の観点からは依然問題を残している。

札幌市では、平成７年に「札幌市自転車等の放置の防止に関する条例」を制定し、良好な

都市環境の形成に努めている。具体的には、市内の主要箇所を放置禁止区域として指定、違

反自転車の撤去に努めている。しかし、放置禁止区域の指定は比較的狭い範囲に限られてい

るため、市内のいたるところに放置自転車の車列がみられるのが現状である。

そこで、景観保全との関係で放置自転車の問題を考えてみたい。先ず、景観との絡みで問

題がある２か所の具体的事例を見てみたい。１つ目は、道庁の赤れんが前である。門に向っ

て右側は放置禁止区域、左側は指定なしの区域である。ご覧になると一目瞭然だが、見事、

右側は放置なし、左側はぎっしりの放置自転車の列である。（写真１参照）

２つ目は、大通公園内である（写真２参照）。ここも放

置禁止区域ではないため、駐輪場と化している場所が目立

つ。この２つの場所は、何れも観光客の皆さんが訪れる典

型的な地域である。果たして観光客の皆さんはこの現実を

みて、どのような感想を抱くであろうか。私共、年配の者

からみると、市内の景観を損ねること甚だしいと思うが如

何か。昨今、観光立地を目指す北海道としてこのままこう

した現状を認めていて良いものであろうか。

仄聞すると、札幌市の場合、駐輪場の整備を進めたうえで、平成３１年度を目途に放置禁止

区域を拡大する予定だという。観光推進、インバウンド誘致拡大を進めるうえで、こんなス

ピードで良いものであろうか。そもそも放置禁止区域に指定を受けていなくても、勝手に歩

道を自己の駐輪場所として使用することは、公衆道徳の面でも問題だ。思うに駐輪の多くの

ケースは、近隣の会社に勤める通勤者のものではないか。企業経営者は、自社の社員が通勤

のために利用する自転車を放置していないかどうか、一度点検してもらいたいものだ。

（平成２９年６月１日 北洋銀行会長 横内龍三）

ｏ．２５２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８　　　　　経済コラム　北斗星１４  2017.06.19 18.26.46  Page 18 



マーケット情報

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

【全体概要】
・４月の販売額は、８，３０３万円（前年同月比＋８．０％）、来店客１８６，６３４人（同＋４．２％）、客単価
１，５７１円（同＋４．６％）
・水産加工品は、一部商品がTVで紹介され、反響が大きく、昨年を上回る売上げ（同＋２．９％）
となったが、今後も原料高騰のイカ、鮭商品の値上げで厳しい状況は続く見込み。
・菓子類は、じゃがポックルが４，５７８千円と大きな売上げを作り、また春の感謝祭において限定
販売を行った結果、昨年を大きく上回った。（同＋１６．４％）

・部門別では、前記部門のほか畜産加工品（同＋１０．０％）が好調であったが、農産品（同▲
１１．３％）、乳製品（同▲０．４％）などの部門で前年を下回った。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 鮭ルイベ漬１６０g １，０００ ６５６ ６５６，０００
２ 石狩 たらこ切子 １，０００ ６０６ ６０３，３００
３ 渡島 いか森っ子めし２P ６０３ ６４０ ３８５，９２０
４ 釧路 道東産 さんま丼 ２７０ １，５３１ ３６１，５３０
５ 石狩 鮭キムチ１５０g ８００ ４４５ ３５６，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 特上ラム４００g ９８２ ５５３ ５４３，０４６
２ 石狩 ロースじんぎすかん ８００ ２４７ １９７，６００
３ 十勝 ちほく高原ベーコン １，０００ １９１ １９１，０００
４ 石狩 じゃが豚 ９４８ １６８ １５９，２６４
５ 空知 長沼ロースジンギスカン ７８０ １７０ １３２，６００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 日高 小松グリーンアスパラ ５５０ ５３８ ２８３，８４０
２ 石狩 わさびの達人 ７１４ １８７ １３３，５１８
３ オホーツク 新海アカシア ３，３００ ３６ １１８，８００
４ 石狩 全粒きな粉 １２０ ８１７ ９８，０４０
５ オホーツク 新海クローバー ４，３００ ２１ ９０，３００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ２８４ １７８，９２０
２ 渡島 トラピストバター １，１４２ １３８ １５７，５９６
３ 石狩 ソフトカツゲン １８０ ８１５ １４０，３３６
４ 空知 もっちもチーズ ３４０ ３０１ １０２，３４０
５ 石狩 小林飲むヨーグルト小 １７０ ５４７ ８７，２２０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８２０ ５，５８３ ４，５７８，０６０
２ 十勝 マルセイバターサンド１０個 １，２０４ １，４４４ １，７３８，５７６
３ 石狩 ポテトチップチョコレートオリジナル ７２０ １，９９３ １，４３４，９６０
４ 十勝 マルセイバターサンド５個 ６０２ ２，２０６ １，３２８，０１２
５ 石狩 生チョコレート オーレ ７２０ １，２３７ ８９０，６４０

＜有楽町店＞ 東京都千代田区有楽町２丁目１０－１ 東京交通会館１階
＜資料出典＞ 北海道どさんこプラザ ホームページ

http : //www.dosanko-plaza.jp/support/index.html
＜問い合わせ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 有楽町店 【平成２９年４月分】

（１）水産品 【１，５０２万円】

（２）畜産加工品 【２８１万円】

（３）農産品 【２４５万円】

（４）乳製品 【３２４万円】

（５）菓子類 【３，１６１万円】

ｏ．２５２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１９　　　　　マーケット情報  2017.06.19 18.26.47  Page 19 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２８年度 r ９５．０ ０．１ r ９８．６ １．１ r ９４．２ △１．５ r ９７．２ ０．８ r ９８．０ △２．７ r１０１．９ △４．０

２８年１～３月 r ９３．７ △０．５ ９６．２ △０．９ r ９３．６ △１．４ ９４．８ △１．９ r１０３．０ ２．７ １１４．２ １．３
４～６月 r ９３．７ ０．０ ９６．５ ０．３ r ９２．７ △１．０ ９５．３ ０．５ r１０２．９ △０．１ １１２．４ △１．６
７～９月 r ９５．０ １．４ ９８．０ １．６ r ９４．６ ２．０ ９６．３ １．０ r ９８．６ △４．２ １０９．９ △２．２
１０～１２月 r ９５．４ ０．４ ９９．８ １．８ r ９４．８ ０．２ ９８．６ ２．４ r ９６．７ △１．９ １０７．３ △２．４

２９年１～３月 r ９６．０ ０．６ １００．０ ０．２ r ９４．３ △０．５ ９８．５ △０．１ r１００．３ ３．７ １０９．７ ２．２
２８年 ４月 r ９３．８ △０．３ ９６．８ ０．４ r ９３．７ △１．２ ９５．４ ０．３ r１０３．８ ０．８ １１２．６ △１．４

５月 r ９２．２ △１．７ ９５．６ △１．２ r ９１．２ △２．７ ９４．７ △０．７ r１０２．９ △０．９ １１２．８ ０．２
６月 r ９５．２ ３．３ ９７．０ １．５ r ９３．３ ２．３ ９５．７ １．１ r１０２．９ ０．０ １１２．４ △０．４
７月 r ９５．３ ０．１ ９７．０ ０．０ r ９４．２ １．０ ９６．０ ０．３ r１０２．２ △０．７ １１０．５ △１．７
８月 r ９４．３ △１．０ ９８．３ １．３ r ９３．６ △０．６ ９６．２ ０．２ r１００．８ △１．４ １１０．５ ０．０
９月 r ９５．３ １．１ ９８．６ ０．３ r ９５．９ ２．５ ９６．８ ０．６ r ９８．６ △２．２ １０９．９ △０．５
１０月 r ９４．４ △０．９ ９８．９ ０．３ r ９３．９ △２．１ ９７．９ １．１ r ９７．２ △１．４ １０８．５ △１．３
１１月 r ９６．０ １．７ ９９．９ １．０ r ９５．２ １．４ ９８．９ １．０ r ９５．８ △１．４ １０６．６ △１．８
１２月 r ９５．８ △０．２ １００．６ ０．７ r ９５．２ ０．０ ９８．９ ０．０ r ９６．７ ０．９ １０７．３ ０．７

２９年 １月 r ９４．６ △１．３ ９８．５ △２．１ r ９２．９ △２．４ ９７．８ △１．１ r ９９．６ ３．０ １０７．４ ０．１
２月 r ９６．８ ２．３ r１０１．７ ３．２ r ９５．３ ２．６ r ９９．２ １．４ r１００．４ ０．８ r１０８．１ ０．７
３月 r ９６．５ △０．３ r ９９．８ １．９ r ９４．７ △０．６ r ９８．４ △０．８ r１００．３ △０．１ r１０９．７ １．５
４月 p９８．４ ２．０ p１０３．８ ４．０ p９８．６ ４．１ p１０１．１ ２．７ p１０１．７ １．４ p１１１．３ １．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２８年度 p９５４，８３３ ０．４ p１９５，２６３△１．１ ２０２，４９８ △３．５ p ６５，６１１ △３．４ p７５２，３３４ １．６ p１２９，６５２ ０．０

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ r ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ r ３１，６５１ ３．５
４～６月 ２２８，３０５ ０．６ r ４７，１２１△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ r ３１，８０１ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２９年１～３月 ２３４，２９９△０．２ p ４７，５４７△１．５ p ５０，９７２ △３．９ p １６，２４６ △２．２ １８３，３２７ ０．９ p ３１，３０１ △１．１
２８年 ４月 ７５，５２３ １．２ r １５，４６０△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ r １０，４４７ １．９

５月 ７７，１５２△０．６ r １５，９８２△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ r １０，８５８ △０．１
６月 ７５，６２９ １．３ r １５，６７９△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ r １０，４９６ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ r １７，２１４ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ r １１，０４９ １．７
８月 ７８，２６２△１．２ r １５，５４５△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ r １１，０１６ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ r １４，７１０△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ r １０，０２６ △１．４
１０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６
３月 p ８０，４２７△０．７ r １６，３１２△０．９ p １７，６７１ △５．５ ５，７３２ △１．７ p ６２，７５６ ０．７ １０，５８０ △０．５
４月 p ７６，４５５ １．２ p １５，５８３ ０．８ p １４，７２９ △２．３ p ４，９９５ △０．４ p ６１，７２６ ２．１ p １０，５８８ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

ｏ．２５２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２０～０２４　主要経済指標　※項目増  2017.06.19 18.31.26  Page 20 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２８年度 p１３６，９７８ ０．１ p ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ p ５７，６６５ ５．３ １２９，４９２ △１．６ p ３３，０４０ △０．４

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ r １３，６８７ ９．３ ２５，３３１ １．８ r ７，２９６ ２．０
４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ r １４，２９７ ６．８ ３６，６８３ △０．１ r ８，８１７ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４△０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２９年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，０９４ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
２８年 ４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ r ４，６７６ １０．７ １１，６８２ ０．０ r ２，９５０ ３．３

５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ r ４，８２５ ４．５ １４，０１１ １．５ r ３，１４７ △１．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ r ４，７９６ ５．６ １０，９９０ △２．３ r ２，７２０ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ r ５，０４５ ７．１ １１，５１１ △１．１ r ２，９３６ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ r ４，８９３ ４．７ １１，０９９ △１．２ r ２，７８１ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ r ４，５７３ ５．３ ９，９３０ ０．９ r ２，４６８ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０
３月 １４，０７０ ４．１ ４，０２２ ５．４ r １８，７５０ １．２ r ４，８５３ ２．３ ９，１４１ △３．５ ２，６２３ △０．３
４月 p １０，９２０ ５．７ p ３，３１６ ５．７ p ２０，３１７ ５．７ p ４，９１４ ５．１ p １１，８０９ １．１ p ２，９５５ ０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２８年度 ５５６，２４３ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２９年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９８８ ３．８ ４１９ １１．５
２８年 ４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１

５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ １４８ ４．８
３月 ４５，２５６ ２．７ ９，６９８ ３．２ ２６３，９６４ ０．５ ２９７，９４２ △１．０ １，０８４ ５．０ p １０８ １３．０
４月 p ４４，２５３ ２．６ p ９，５１４ ３．３ ２６２，７２３ ２．６ ２９５，９２９ △０．９ ９４３ ０．８ p ９７ ２９．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年７月号

ｏ．２５２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.06.13 21.32.32  Page 21 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２８年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２９年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
２８年 ４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２

５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △１７．０ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６
３月 ２，６１３ △１．４ ７５９ ０．２ １０６ △３７．９ ３，１２３ △１３．０ １４，０７７ △０．７
４月 ４，３４１ ２１．７ ８４０ １．９ １７３ ２６．６ ３，９７５ ２１．２ ７，９２９ ２．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２８年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２９年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８
２８年 ４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２

５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４
６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △７．３ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２
３月 ２５，０８１ ９．０ ９，１９８ ９．５ ８，５９７ １９．２ ７，２８６ △１．５ ５８３，７７１ ９．６
４月 １５，３２６ １２．７ ５，３４０ ２１．８ ５，７１７ ６．０ ４，２６９ １１．９ ２９７，２８４ １０．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年７月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２８年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２９年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
２８年 ４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４

５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ ↑ ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ ３．８ ２．８
３月 １４５，４７９ ７４．０ １４，８５９ １０．９ １．０５ １．３４ ３４，８２２ ４．９ ８６３，８４４ ５．５ ↓ ２．８
４月 １４６，７１９ △３．５ ２０，６４６ １．７ １．００ １．２４ ３３，１９４ △３．１ ８２６，７０６ ３．３ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２８年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９

２８年１～３月 ９８．７ △０．８ ９９．５ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２９年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．７ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
２８年 ４月 ９９．３ △０．８ ９９．８ △０．４ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６

５月 ９９．４ △０．８ ９９．９ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９
３月 ９９．９ １．１ ９９．８ ０．２ ３６ ３３．３ ７８６ ５．４ １１３．０１ １８，９０９
４月 １００．３ １．１ １００．１ ０．３ ２２ △４．３ ６９５ △２．２ １１０．０６ １９，１９７

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年７月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２８年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２

２８年１～３月 ９９，５５０ △１４．３ １７５，０９６ △７．９ ２４６，５５９ △２９．４ １７１，８６２ △１５．６
４～６月 ９３，７２７ △１８．２ １７０，０６８ △９．５ １９４，９４５ △３４．５ １５５，５６４ △１８．７
７～９月 ８７，２４１ △３５．８ １７０，１３８ △１０．２ ２０８，３８５ △３０．４ １６０，５７３ △１９．３
１０～１２月 ９０，４５３ △２８．９ １８５，０５６ △１．９ ２５５，５６３ △１１．６ １７２，４２０ △９．３

２９年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９９１ ８．５ ３２４，３４６ ３１．５ １８６，６９６ ８．６
２８年 ４月 ３４，０７８ △２０．６ ５８，８９６ △１０．１ ６４，９９６ △３６．５ ５０，７８３ △２３．１

５月 ２８，４８８ △１６．５ ５０，９１９ △１１．３ ７０，７７５ △３０．４ ５１，３９３ △１３．７
６月 ３１，１６２ △１７．２ ６０，２５３ △７．４ ５９，１７４ △３６．８ ５３，３８９ △１８．７
７月 ２８，７４３ △４６．４ ５７，２８４ △１４．０ ６０，１３８ △４４．２ ５２，２３９ △２４．６
８月 ２６，２２５ △３８．１ ５３，１６４ △９．６ ７０，０７５ △３０．１ ５３，５１０ △１７．０
９月 ３２，２７３ △１９．０ ５９，６８９ △６．９ ７８，１７３ △１４．６ ５４，８２４ △１６．１
１０月 ２６，２８７ △４２．２ ５８，７０２ △１０．３ ６７，２８１ △２６．２ ５３，８９１ △１６．３
１１月 ２５，７３１ △３３．９ ５９，５６４ △０．４ ８７，２２８ △４．１ ５８，０９９ △８．７
１２月 ３８，４３５ △１０．２ ６６，７８９ ５．４ １０１，０５４ △５．６ ６０，４３０ △２．５

２９年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ r １１６，２８６ ３５．５ r ６５，１３９ ８．４
２月 ３３，８０４ ９．１ ６３，４７５ １１．３ r １１０，７９３ ４６．８ r ５５，３６４ １．２
３月 ４４，１６１ ２５．５ ７２，２９６ １２．０ r ９７，２６７ １４．１ r ６６，１９３ １５．９
４月 ３４，７８７ ２．１ p ６３，２９４ ７．５ p ９７，１７４ ４９．５ p ５８，４８３ １５．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２８年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９８，６９６ １．６ ４，７５７，２８７ ２．４

２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
２８年 ４月 １５１，１９８ ２．５ ７，１１６，９７７ ６．０ ９６，３０１ ２．７ ４，６０３，７５７ ２．９

５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７
６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３
８月 １５０，３５４ １．４ ７，０９９，７５０ ５．９ ９６，３６５ １．９ ４，６１３，２５０ ２．２
９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
１１月 １５２，０４１ ３．０ ７，２５２，３９４ ７．１ ９８，３５７ ２．９ ４，６８１，２３３ ２．６
１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２９年 １月 １５１，７７９ ２．５ ７，３２３，４１６ ８．６ ９８，７６５ ２．５ ４，７２９，３６８ ２．８
２月 １５２，７８０ ３．５ ７，３２４，５７０ ７．０ ９９，０３２ ３．０ ４，７３５，２０６ ３．２
３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４月 １５６，３９３ ３．４ ７，５１８，４９１ ５．６ ９８，６９６ ２．５ ４，７５７，２８７ ３．３

資料 日本銀行

主要経済指標（５）主要経済指標（５）

― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１７年７月号
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ほくよう
調査レポート

2017
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No.252

●道内経済の動き

●トップに聞く⑤ 北海道ポラコン株式会社
代表取締役 社長 中島 孝 氏
代表取締役副社長 中島 康成 氏

●北海道における免税店（輸出物品販売場）の
現状と課題

●経済コラム 北斗星
景観保全の観点からみた自転車駐輪問題

ほくよう調査レポート 2017.7月号（No.252）
平成29年（2017年）6月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞
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